
検証評価ワークシート(案)
	関係部局
	健康福祉部児童家庭室家庭支援課、保健医療室健康づくり課
教育委員会市町村教育室小中学校課

	プロジェクト名
	Ⅰ　子どもを守る
	概 要
	市町村ごとに設置されている「児童虐待防止ネットワーク」の充実とネットワークに参画の各機関の機能強化を進めます。

	
	　(1)児童虐待対策プロジェクト
	
	

	1 評価指標
	児童虐待相談処理件数(大阪市・堺市を除く)

	2 評価指標の推移、　 全国及び他府県比較
	○児童虐待相談処理件数(政令市を除く)の推移、全国、他府県比較

　（単位：件）

15年度

16年度

17年度

18年度

19年度

大阪府
2,782

4,349

3,885

3,195

2,997

東京都
2,206

3,026

3,146

3,265

3,307

神奈川県

1,314

1,482

1,744

1,497

1,679

愛知県
734

748

800

821

835

全国
26,569

33,408

34,472

37,343

40,618

　　　（注）大阪府の15～17年度の相談処理件数には堺市を含む



	3 関連指標
	(1) 市町村児童虐待相談処理件数（大阪市、堺市を除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

15年度

16年度

17年度

18年度

19年度

－

－

－

4,517

5,745

(2) 家庭訪問した未受診児数
（単位：人）

15年度

16年度

17年度

18年度

－

－

1,341

1,601

(3) 乳幼児健診受診率
（単位：％）

15年度
16年度
17年度
18年度
19年度
4ヶ月健診
95.0

94.6

95.8

95.6

96.4

1歳6ヶ月健診
90.5

91.9

92.5

93.5

93.6

(4) 要保護児童対策地域協議会設置市町村数
（大阪市、堺市を除く）
15年度

16年度

17年度

18年度

19年度

－

－

15

37

39


	(5) 一時保護件数
（単位：人）

15年度

16年度

17年度

18年度

1９年度

一時保護

170

230

295

247

357
一時保護委託

181

214

168

210

222
合　計

351

444

463

457

579
(内、職権保護件数)

88

159

182

245

258
(6) 立入調査件数
（単位：件）
15年度

16年度

17年度

18年度

1９年度

６

７

１８

１６

１８

(7) 虐待の種別（18年度）
身体的虐待

性的虐待

心理的虐待

ネグレクト

件数

1,375

126

258

1,436

％

43.0

3.9

8.1

44.9


	(8) 虐待者の傾向（18年度）
実父
実父以外の父
実母
実母以外の母
その他
件数

650
231
2,032
104
178
％

20.3
7.2
63.6
3.3
5.6
(9) 夜間・休日児童虐待通告受理件数
18年度

19年度

受電総件数

308

447

うち出動回数

35

50

うち一時保護件数

21

31

(10) 危機介入援助チーム活動件数
15年度

16年度

17年度

18年度

19年度

398

473

522

504

578

(11) 施設入所、里親委託件数
15年度

16年度

17年度

18年度

19年度

施設入所
184

248

260

250

240

里親委託
3

1

5

4

3



	4 要因・背景等
	虐待の増加・深刻化の背景には、少子化の進行と核家族化に伴い、家庭や地域の子育て力が低下し家庭内などで協力して子育てを行うことが困難になっていることがある。
また、乳幼児期の母子関係は大切であるが、子育ては女性だけの役割であるとか、母親が他人に任せず育児すべきだとして、子育ての責任が母親ひとりに負わされたり、父親の子育てへの十分な参加もない中、母親ひとりが悩み、孤立している家庭も見受けられる。さらに、大阪のような大都市部では近隣の人間関係が希薄になる中、地域で互いに子育ての手助けをすることが少なくなっていることがある。 
一方、子育ての目標として、年齢相応の発達課題を達成しなければならないとか、思うような子どもに育てたいなど、親の子どもへの期待は高い半面、そのとおりに子育てが出来ないことがストレスとなり、虐待への引き金となっていることもある。 
また、虐待者自身が虐待を受けた経験のある場合や、配偶者による暴力が関連している場合もあり、諸先進国に比べ虐待の要因等の分析資料が少ないながら、虐待の背景にある状況を十分に把握した対応が重要となっている。 
	5 取組状況
	別紙のとおり

	6 　評価
	(1)緊急性・継続性

　　増加、深刻化する児童虐待について、啓発や発見に関する通告義務の周知を府民に図るとともに、発生防止や早期発見・早期対応、保護・治療等の必要な援助を行い、子どもの健やかな成長を守る。
(2)府の関与の必要性
児童福祉法、児童虐待防止法により、強制的な立ち入り調査を行うなど、都道府県に与えられた義務、権限は大きく、適切に対処していく必要がある。
また、児童福祉法等の改正により、平成17年4月から市町村が児童家庭相談及び児童虐待通告窓口に位置づけられたことから、市町村の体制・取組を支援することが求められている。

	(3)施策の効果

児童虐待の発生防止・早期発見のため、これまで乳幼児健診の未受診家庭を訪問する事業を実施し、市町村、医療機関等と連携した仕組みを構築するなどにより、関係機関の連携・機能強化に一定の成果は上がっている。
(4)特記事項

	
	【総　合　評　価】
　
増加、深刻化する児童虐待の防止に向けて、市町村の「要保護児童対策地域協議会」・ＮＰＯ等との協働を進めつつ、学校・幼稚園・保育所、警察、医療機関（歯科医含む）等と連携し、児童虐待の発生防止、早期発見、早期対応、保護・治療など一貫した施策の推進を図る必要がある。

また、従来より児童虐待対策においては、保護者と被虐待児の分離方策をとらざるを得ない実情もある中で、法改正の趣旨もふまえ、親子再統合に関する取組の更なる促進が望ましい。
これまで一定の施策効果は上がっているものの、児童虐待事案は依然として深刻な状況にあり、市町村等関係機関の連携しながら適切な対応を行う。

　








